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要旨 

 
人口減少という趨勢を考えれば、現在の都市をそのまま維持し続けることは、大きな非

効率性を生み出す。不動産価格の動向に反映される、都市内の地域が成長過程にあるのか

衰退過程にあるのかという観点は、都市政策上非常に重要な要素となろう。 
 本稿では、仙台都市雇用圏を対象に、衰退地域における価格メカニズムの機能について

の議論を行っている。その結果、1990 年代後半以降、中心部と 18km 以遠の地域で著しい

人口密度の低下が引き起こされていることが示された。不動産価格との関係では、バブル

期以降、実需の動向を反映した不動産の価格づけが行われており、特に衰退方向の需要変

動は大きな不動産価格下落をもたらしている。しかし、18km 以遠の地域おいては、都市の

衰退過程が不動産価格にほとんど反映されていないという事実も明らかにされた。 
都市計画規制などによって、都市的な土地利用から非都市的土地利用への転換が制限さ

れている場合には、不動産価格が都市のポテンシャルを示すシグナルとしての機能を果た

さない可能性が高い。 
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